
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に 

関する法律に基づく幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、

設備及び運営に関する基準（案）について 

 

平 成 ２ ６ 年 ５ 月 

こども未来部 保育課 

１ 趣旨 

 一人ひとりの子どもが健やかに成長することができる社会を目指して、平成

２４年８月に子ども・子育て関連３法（子ども・子育て支援法、認定こども園

法一部改正法、関係法律の整備法）が成立しました。 

この法律に基づき、平成２７年４月から「子ども・子育て支援新制度」がス

タートする予定となっています。 

 新制度では、子どもの教育・保育の総合的な提供や、待機児童対策の推進、

地域での子育て支援の充実を図ることになっており、新たに施設や事業の設備

及び運営に関する基準については、国の定める基準を踏まえ、自治体ごとに条

例で定めることとなりました。 

川越市では、新制度の実施に向け、「就学前の子どもに関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関する法律に基づく幼保連携型認定こども園の学級の編

制、職員、設備及び運営に関する基準」の制定に向けて検討を進めています。 

この基準は、「（仮称）川越市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、

設備及び運営に関する基準条例」及び「（仮称）川越市幼保連携型認定こども園

の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準条例施行規則」として制定さ

れる予定です。 

 

２ 内容 

条例を定めるに当たっては、府・省令で定める基準に従い定めるべきもの（「従

うべき基準」）と、府・省令で定める基準を参酌して定めるべきもの（「参酌す

べき基準」）が規定されております。 

 

定義 

類型 類型の説明 

従うべき基準 

条例の内容を直接的に拘束する、国基準に必ず適合しなければ

ならない基準。当該基準に従う範囲内で地域の実情に応じた内

容を定める条例は許容されるものの、異なる内容を定めること

は許されない。 



参酌すべき 

基準 

地方自治体が十分参酌した結果であれば、地域の実情に応じ

て、異なる内容を定めることが許容されるもの。 

 

懸案事項や問題点があると思われる規定について、市独自基準の策定が必要

であるかを検討いたしました。 

 検討の結果、本市における事業等の基準が府・省令の示す基準より高い場合

には、質の確保の観点から、現在の本市の基準を引き継ぐこととしています。 

 また、本市における事業等の基準が府・省令に合わせて運営が行われており、

問題点がないもの、及び新規の事業については、国基準を基本としています。 

 これらの検討により、川越市独自の基準としようとするものは以下のとおり

です。 

 

国基準 市基準案 独自基準にしようとする理由 

学級の編制の基準 

３～５歳児における１学級の園児

数は、３５人以下を原則とする。 

１学級の幼児数は、満３歳の学級は２

０人以下、満４歳以上の学級は３５人

以下を原則とする。 

ただし、満３歳の学級について、保育

教諭を２人以上置く場合は、１学級の

幼児数を３５人以下とすることがで

きる。 

現行の埼玉県基準と同様としたため 

乳児室及びほふく室の面積 

 乳児室  １人につき１．６５㎡ 

ほふく室  1 人につき３．３㎡ 

乳児室またはほふく室の面積 

０歳児 １人につき５㎡ 

１歳児 １人につき３．３㎡ 

ただし、市長が適当と認めるとき

は、乳児室またはほふく室の面積は、

０歳児１人につき３．３㎡とすること

ができる。 

川越市児童福祉施設の設備及び運営

に関する基準を定める条例による保

育所の面積基準と同様としたため 

園舎の面積 

 学級数に応じた面積と満３歳未満

の園児数に応じた面積の合計 

（満３歳未満の園児に応じた面積） 

 ほふくしない満２歳未満の園児数

×１．６５㎡ 

ほふくする満２歳未満の園児数 

         ×３．３㎡ 

園舎の面積における満３歳未満の園

児数に応じた面積についても上記と

同様とする 

上記の基準と同様とするため 

 

 



 

 

３ 施行期日 

  平成２７年４月１日 

 

４ その他 

 「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

に基づく幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する

基準」については、条例において規定することを予定していますが、一部の内

容について規則において規定する場合があります。 



条例への委任の類型

条例への
委任の類型 川越市の考え方

設備運営基準の目的・向上（第２条・第３条） 参

学級の編制の基準（第４条） 従

１学級の園児数　３５人以下

職員の数等（第５条） 従

満４歳以上の園児　　　　　　　　　　３０人につき１人

満３歳以上満４歳未満の園児　　　２０人につき１人

満１歳以上満３歳未満の園児　　　　６人につき１人

満１歳未満の園児　　　　　　　　　　　３人につき１人

園舎及び園庭（第６条） 従

園舎の面積　　

　　学級数に応じた面積と満３歳未満の園児数に応じた面積の合計

　【学級数に応じた面積】

　　１学級　　　　１８０㎡

　　２学級以上　３２０㎡＋１００㎡×学級数－２）

　【満３歳未満の園児数に応じた面積】

　　ほふくしない満２歳未満の園児数×１．６５㎡

　　ほふくする満２歳未満の園児数×３．３㎡　

　　満２歳以上満３歳未満の園児数×１．９８㎡

園庭の面積

　　下の１．２を合算した面積

　１．　学級数に応じた面積と園児数に応じた面積のいずれか大きい方の面積

　　　　２学級以下　３３０㎡＋３０㎡×（学級数－１）

　　　　３学級以上　４００㎡＋８０㎡×（学級数－３）

　　　　満３歳以上の園児数×３．３㎡

　２．満２歳以上満３歳未満の園児数×３．３㎡

園舎に備えるべき施設（第７条） 従

職員室・保健室（兼用可）

乳児室　　　ほふくしない満２歳未満の園児数×１．６５㎡

ほふく室　　ほふくする満２歳未満の園児数×３．３㎡

保育室・遊戯室（兼用可）　満２歳以上の園児数×１．９８㎡

調理室

便所

飲料水用設備・手洗い用設備・足洗い用設備（飲料水用とは区別する）

乳児室及びほふく室について
は、保育所における基準につい
て、川越市独自の上乗せをして
いることから、保育所の基準と同
様とした。
（乳児室またはほふく室について
は、０歳児１人につき５㎡、１歳児
１人につき３．３㎡）
ただし、市長が適当と認める場
合、０歳児１人につき３．３㎡とす
ることができる。
この上乗せに伴い、園舎面積に
ついても同様の上乗せとする。

その他については、本市の実情
に、国の基準と異なる、あるいは
上回る基準とすべき事情、特性
はないことから、現在の国の基
準を用いて、川越市の基準とす
ることとした。

幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準
（内閣府・文部科学省・厚生労働省令）

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に基づく
幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準（案）

　　従：従うべき基準　参：参酌すべき基準

１学級の園児数については、現
行の埼玉県の認可基準に合わ
せて、満３歳の学級については２
０人以下、満４歳以上の学級は３
５人以下を原則とする。
ただし、保育教諭を２人以上置く
場合は、満３歳の学級について、
１学級の幼児数を３５人以下とす
ることができる。



条例への
委任の類型 川越市の考え方

幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準
（内閣府・文部科学省・厚生労働省令）

園具及び教具（第８条） 参

教育及び保育を行う期間及び時間（第９条） 従

子育て支援事業の内容（第１０条） 参

掲示（第１１条） 参

学校教育法施行規則の準用（第１２条） 従

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の準用（第１３条） 従

みなし幼保連携型認定こども園に関する経過措置（附則第２条） 従

幼保連携型認定こども園の職員配置に係る特例（附則第３条） 従

幼保連携型認定こども園の設置に係る特例（附則第４条） 従



 

 

幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準案 

 

項  目 

【国基準】幼保連携型認定こども園の学級の編制、

職員、設備及び運営に関する基準（平成 26 年４月

３０日内閣府・文部科学省・厚生労働省令） 

条例への

委任 
川越市基準案 

学級編制・

職員 

学級編制 ・満3歳以上の子どもの教育課程に係る教育時間

は学級を編制する 

・保育認定を受けない子どもも、保育認定を受け

る子どもも一体的に学級編成することを基本と

する 

・年度の初日前日に同年齢の幼児での編制を原則

とする 

・1学級の園児数は、35人以下を原則とする 

従うべき

基準 

１学級の園児

数について、

現行の埼玉県

の認可基準に

合わせて、満

３歳の学級に

ついては20

人以下、満4

歳以上の学級

については、

35人以下を

原則とする。 

ただし、保育教

諭を2人以上

置く場合は、満

3歳の学級に

ついて、１学級

の園児数を

35人以下と

することがで

きる 

職員配置 

 

 

 

 

 

 

・満 3歳以上の子どもの学級には、専任の保育教

諭等を1人置く  ※ただし、常時2人以上 

・必要職員数 

 乳児            3 人につき1人 

 満1歳～満3歳未満の幼児  6人につき1人 

 満3歳～満4歳未満の幼児 20人につき1人 

 満4歳以上の幼児     30人につき1人 

従うべき

基準 

 

国基準のとお

り 

 

副園長・

教頭の資

格 

・副園長・教頭については、教諭免許状及び保育

士資格を有すること 

（施行から5年間はどちらかの資格でよい） 

従うべき

基準 

国基準のとお

り 



 

その他の

職員の配

置 

・副園長または教頭は、いずれかを置くよう努め

る 

・主幹養護教諭、養護（助）教諭、事務職員は、

置くように努める 

・調理員は、必置。ただし、調理業務の全部を外

部委託または外部搬入する場合は、丌要 

従うべき

基準 

国基準のとお

り 

設備 

 

 

 

建物及び

附属設備

の一体的

設置 

・建物及びその附属設備は、同一の敷地内または

隣接する敷地内に設ける（公道を挟む程度を含

む） 

従うべき

基準 

国基準のとお

り 

保育室等

の設置 

・満 2歳以上の子どもを受け入れる場合は、保育

室及び遊戯室を必置。（兼用可） 

・満 3歳以上の子どもに係る保育室の数は、学級

数を下ってはならない 

・満 2歳未満の子どもを受け入れる場合は、乳児

室またはほふく室を必置 

・職員室、保健室及び便所は必置。（職員室と保

健室の兼用可） 

従うべき

基準 

国基準のとお

り 

園舎の階

数、保育

室等の設

置階 

・園舎の階数は、2階建て以下を原則とする。 

ただし、特別な事情がある場合は、3階建て以上

も可 

・乳児室、ほふく室、保育室、遊戯室、便所は、

1階に設置することを原則とする。園舎が耐火建

築物で保育所に求められる待避設備等を備える

場合は、2階に設置可 

・満 3歳未満の子どもに係る乳児室、ほふく室、

保育室、便所については、園舎が耐火建築物で保

育所に求められる待避設備等（階段、待避上有効

なバルコニー、転落防止設備等）を備える場合は、

3階以上に設置可 

・満 3歳以上の子どもの保育室等については、3

階以上の設置は原則丌可 

従うべき

基準 

国基準のとお

り 

 

 

 

園舎・保

育室等の

面積 

・園舎の面積は①と②を合計した面積以上 

① 満 3歳以上の園児について 

  1学級   180㎡ 

  2学級   320㎡ 

  3学級以上 1学級につき100㎡増 

 ② 満３歳未満の園児について 

乳児室   1人につき1.65㎡以上 

従うべき

基準 

乳児室または

ほふく室の面

積は０歳児1

人につき5㎡

以上、１歳児1

人につき3.3

㎡以上とする 



 

ほふく室  1人につき3.3 ㎡以上 

保育室又は遊戯室 1人につき1.98㎡以上 

運動場等

の設置・

面積 

 

 

 

 

・園庭（運動場、屋外遊戯場）は、必置 

・園舎と同一の敷地内または隣接する位置とする

ことを原則とする 

・園庭の面積は、①と②を合計した面積以上 

 ① 満３歳以上の子どもに係る幼稚園基準に

よる面積と保育所基準による面積のいずれ

か大きいほうの面積 

  ・幼稚園基準による面積（学級数に応じて） 

    1 学級    330㎡ 

    2 学級    360㎡ 

    3 学級    400㎡ 

    4 学級以上  1 学級につき80㎡増 

  ・保育所基準による面積 

    満３歳以上の園児1人につき3.3 ㎡ 

 ② 満 2歳の子どもについて、保育所基準によ

る面積 

    園児 1人につき3.3 ㎡ 

・必要な面積は、同一敷地内または隣接する位置

で確保することを原則とし、代替地の面積算入は

丌可。ただし、一定要件を満たす場合は、屋上の

面積算入可 

従うべき

基準 

国基準のとお

り 

 

 

調理室の

設置 

・自園調理による食事の提供の場合は、調理室の

設置を原則とする 

・食事の提供をすべき子どもの数が20人未満で

ある場合は、自園調理の場合であっても、独立し

た調理室ではなく、提供すべき人数に応じて必要

な調理設備を備えていれば可 

・外部搬入による食事の提供の場合は、独立した

調理室ではなく、施設内で行うことが必要な調理

のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を

備える 

従うべき

基準 

国基準のとお

り 

その他の

設備 

・飲料水設備、手洗用設備、足洗場設備は必置 従うべき

基準 

国基準のとお

り 

・放送聴取設備、映写設備、水遊び場、幼児洗浄

用設備、図書室、会議室は、設置に努める 

参酌すべ

き基準 

国基準のとお

り 

運営 

 

平等取扱

い、虐待、

・入籍者の国籍、信条、社会的身分または費用を

負担するか否かにより差別的取扱いをしてはなら

従うべき

基準 

国基準のとお

り 



 

懲戒権限

濫用の禁

止、秘密

保持等 

ない 

・職員は、入所者に虐待その他心身に有害な影響

を不える行為をしてはならない 

・懲戒に関し入所者の福祉のため必要な措置をと

るときは、身体的苦痛を不え、人格を辱める等の

権限濫用をしてはならない 

・職員は、正当な理由なく、業務上知り得た利用

者・家族の秘密を漏らしてはならない 

教育時

間・保育

時間等 

・満3歳以上の子どもの教育課程に係る教育週数

は、39週を下回らないこととし、学期の区分、

長期休業日を設ける 

・満 3歳以上の子どもの1日の教育課程に係る

教育時間は、4時間を標準とする 

・保育を必要とする子どもの１日の教育・保育時

間は、８時間を原則とする 

従うべき

基準 

国基準のとお

り 

食事の提

供 

・食事の提供を求める子どもの範囲は、保育認定

を受ける子どもとする 

・自園調理を原則。満3歳以上の子どもについて

は、現行の保育所における要件を満たす場合に限

り、外部搬入可 

・満 3歳未満の子どもに対する食事の外部搬入

は、丌可 

従うべき

基準 

国基準のとお

り 

研修等 ・教育・保育に従事する者に限らず、施設の職員

は、必要な知識及び技能の習得等に努める 

・施設は、職員に対して研修の機会を確保し、資

質向上等を図らなければならない 

参酌すべ

き基準 

国基準のとお

り 

苦情解決 ・苦情受付窓口の設置等の必要な措置を講じなけ

ればならない 

参酌すべ

き基準 

国基準のとお

り 

家庭・地

域との連

携、保護

者との連

絡 

・人権に十分配慮するとともに、一人ひとりの人

格を尊重して、運営を行う 

・地域社会との交流及び連携を図り、園児の保護

者及び地域社会に対し、運営内容を適切に説明す

る 

参酌すべ

き基準 

国基準のとお

り 

子育て支

援 

・子育て支援事業のうち、地域における教育及び

保育に対する需要に照らし、実施することが必要

と認められるものを、適切に提供しうる体制の下

で実施する 

参酌すべ

き基準 

国基準のとお

り 

 掲示 建物または敷地の見やすい場所に幼保連携型認定

こども園である旨を掲示する 

参酌すべ

き基準 

国基準のとお

り 



 

既存施設

からの移

行の特例 

 

園舎、保

育室等の

面積 

○既存の保育所からの移行の場合 

・満3歳以上の子どもの保育の用に供する保育室

または遊戯室の面積が、保育所基準（子ども1人

につき1.98㎡以上）を満たしている場合は、園

舎面積を満たさなくてもよい 

○既存の幼稚園からの移行の場合 

・園舎面積（満3歳未満の乳幼児の保育の用に供

する施設設備の面積を除く）が、幼稚園基準（1

学級：180㎡等）以上である場合は、保育室ま

たは遊戯室の面積を満たさなくてもよい 

従うべき

基準 

国基準のとお

り 

保育室等

の設置階 

○既存の保育所からの移行の場合 

・保育室等（乳幼児・ほふく室・保育室・遊戯室・

便所）の2階設置については、園舎が準耐火建築

物であっても、保育所基準（待避上必要な設備）

を満たしていれば可 

○既存の幼稚園からの移行の場合 

・保育室の2階設置について、幼稚園基準（耐火

建築物かつ待避上必要な施設）を満たしていれば

可 

従うべき

基準 

国基準のとお

り 

運動場等

の設置、

面積 

○既存の保育所からの移行の場合 

・満3歳以上の子どもの保育の用に供する園庭の

面積が、保育所基準（子ども1人につき3.3㎡）

以上である場合には、幼稚園基準（1学級：330

㎡等）を満たさなくてもよい 

○既存の幼稚園からの移行の場合 

・園庭の面積が、幼稚園基準の面積基準（１学級：

330㎡等）と、満2歳児の幼児について保育所

面積基準（１人につき3.3 ㎡）とを合算した面積

以上であるときは、保育所面積基準を満たさなく

てもよい 

○満 2歳以上の子どもに係る園庭の必要面積を、

園舎と同一敷地内または隣接する位置にある園

庭で確保できない場合、満2歳の子どもに係る必

要面積（子ども1人につき3.3 ㎡）に限り、以

下の要件を全て満たす場合は、代替地の面積算入

可 

 ① 子どもの安全な移動手段が確保されてい

ること 

 ② 子どもが安全に利用できる場所 

 ③ 利用時間を日常的に確保できる場所 

従うべき

基準 

国基準のとお

り 



 

 ④ 教育及び保育の適切な提供が可能な場所 

・満 2歳以上の子どもに係る園庭の必要面積（１

人につき3.3㎡）に限り、以下の要件を全て満た

す場合は、屋上の面積算入可 

 ① 耐火建築物であること 

 ② 幼保連携型認定こども園保育要領（仮称）

に示された教育・保育内容が、効果的に実施

できるような環境とするよう配慮すること 

 ③ 屋上に、便所、水飲み場等を設けること 

 ④ 防災上の観点に留意すること 

 

 



幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準 

（平成二十六年四月三十日内閣府文部科学省厚生労働省令第一号） 

 

（趣旨） 

第一条 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（以下

「法」という。）第十三条第二項の主務省令で定める基準は、次の各号に掲げる基準に

応じ、それぞれ当該各号に定める規定による基準とする。 

一 法第十三条第一項の規定により、同条第二項第一号に掲げる事項について都道府県

（指定都市等（同条第一項に規定する指定都市等をいう。以下同じ。）の区域内に所

在する幼保連携型認定こども園（都道府県が設置するものを除く。）については、当

該指定都市等。以下同じ。）が条例を定めるに当たって従うべき基準 第四条、第五

条、第十三条第二項（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和二十三年厚生

省令第六十三号）第八条ただし書の規定を読み替えて準用する部分に限る。）、附則

第二条第一項及び附則第三条の規定による基準 

二 法第十三条第一項の規定により、同条第二項第二号に掲げる事項について都道府県

が条例を定めるに当たって従うべき基準 第六条、第七条第一項から第六項まで、第

十三条第一項（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第三十二条第八号の規定を

準用する部分に限る。）及び第二項（同令第八条ただし書の規定を読み替えて準用す

る部分に限る。）、第十四条、附則第二条第二項並びに附則第四条の規定による基準 

三 法第十三条第一項の規定により、同条第二項第三号に掲げる事項について都道府県

が条例を定めるに当たって従うべき基準 第九条第一項（第一号及び第二号に係る部

分に限る。）、第十二条及び第十三条第一項（児童福祉施設の設備及び運営に関する

基準第九条から第九条の三まで、第十一条（第四項ただし書を除く。）、第十四条の

二並びに第三十二条の二（後段を除く。）の規定を読み替えて準用する部分に限る。）

の規定による基準 

四 法第十三条第一項の規定により、同条第二項各号に掲げる事項以外の事項について

都道府県が条例を定めるに当たって参酌すべき基準 この命令に定める基準のうち、

前三号に定める規定による基準以外のもの 

２ 法第十三条第二項の主務省令で定める基準は、都道府県知事（指定都市等の区域内に

所在する幼保連携型認定こども園（都道府県が設置するものを除く。）については、当

該指定都市等の長。次条及び第三条において同じ。）の監督に属する幼保連携型認定こ

ども園の園児（法第十四条第六項に規定する園児をいう。以下同じ。）が、明るくて、

衛生的な環境において、素養があり、かつ、適切な養成又は訓練を受けた職員の指導に

より、心身ともに健やかに育成されることを保障するものとする。 

３ 内閣総理大臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣は、法第十三条第二項の主務省令で定

める基準を常に向上させるように努めるものとする。 



（設備運営基準の目的） 

第二条 法第十三条第一項の規定により都道府県が条例で定める基準（次条において「設

備運営基準」という。）は、都道府県知事の監督に属する幼保連携型認定こども園の園

児が、明るくて、衛生的な環境において、素養があり、かつ、適切な養成又は訓練を受

けた職員の指導により、心身ともに健やかに育成されることを保障するものとする。 

（設備運営基準の向上） 

第三条 都道府県知事は、その管理に属する法第二十五条に規定する審議会その他の合議

制の機関の意見を聴き、その監督に属する幼保連携型認定こども園に対し、設備運営基

準を超えて、その設備及び運営を向上させるように勧告することができる。 

２ 都道府県は、設備運営基準を常に向上させるように努めるものとする。 

（学級の編制の基準） 

第四条 満三歳以上の園児については、教育課程に基づく教育を行うため、学級を編制す

るものとする。 

２ 一学級の園児数は、三十五人以下を原則とする。 

３ 学級は、学年の初めの日の前日において同じ年齢にある園児で編制することを原則と

する。 

（職員の数等） 

第五条 幼保連携型認定こども園には、各学級ごとに担当する専任の主幹保育教諭、指導

保育教諭又は保育教諭（次項において「保育教諭等」という。）を一人以上置かなけれ

ばならない。 

２ 特別の事情があるときは、保育教諭等は、専任の副園長若しくは教頭が兼ね、又は当

該幼保連携型認定こども園の学級数の三分の一の範囲内で、専任の助保育教諭若しくは

講師をもって代えることができる。 

３ 幼保連携型認定こども園に置く園児の教育及び保育（満三歳未満の園児については、

その保育。以下同じ。）に直接従事する職員の数は、次の表の上欄に掲げる園児の区分

に応じ、それぞれ同表の下欄に定める員数以上とする。ただし、当該職員の数は、常時

二人を下ってはならない。 

園 児 の 区 分 員     数 

一 満四歳以上の園児 おおむね三十人につき一人 

二 満三歳以上満四歳未満の園児 おおむね二十人につき一人 

三 満一歳以上満三歳未満の園児 おおむね六人につき一人 

四 満一歳未満の園児 おおむね三人につき一人 

備考 

 一 この表に定める員数は、副園長（幼稚園の教諭の普通免許状（教育職員免許法（昭

和二十四年法律第百四十七号）第四条第二項に規定する普通免許状をいう。以下この

号において同じ。）を有し、かつ、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第



十八条の十八第一項の登録（以下この号において「登録」という。）を受けたものに

限る。）、教頭（幼稚園の教諭の普通免許状を有し、かつ、登録を受けたものに限る。）、

主幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭、助保育教諭又は講師であって、園児の教育

及び保育に直接従事する者の数をいう。 

二 この表に定める員数は、同表の上欄の園児の区分ごとに下欄の園児数に応じ定める

数を合算した数とする。 

三 この表の第一号及び第二号に係る員数が学級数を下るときは、当該学級数に相当す

る数を当該員数とする。 

四 園長が専任でない場合は、原則としてこの表に定める員数を一人増加するものとす

る。 

４ 幼保連携型認定こども園には、調理員を置かなければならない。ただし、第十三条第

一項において読み替えて準用する児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第三十二条

の二（後段を除く。第七条第三項において同じ。）の規定により、調理業務の全部を委

託する幼保連携型認定こども園にあっては、調理員を置かないことができる。 

５ 幼保連携型認定こども園には、次に掲げる職員を置くよう努めなければならない。 

一 副園長又は教頭 

二 主幹養護教諭、養護教諭又は養護助教諭 

三 事務職員 

（園舎及び園庭） 

第六条 幼保連携型認定こども園には、園舎及び園庭を備えなければならない。 

２ 園舎は、二階建以下を原則とする。ただし、特別の事情がある場合は、三階建以上と

することができる。 

３ 乳児室、ほふく室、保育室、遊戯室又は便所（以下この項及び次項において「保育室

等」という。）は一階に設けるものとする。ただし、園舎が第十三条第一項において読

み替えて準用する児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第三十二条第八号イ、ロ及

びヘに掲げる要件を満たすときは保育室等を二階に、前項ただし書の規定により園舎を

三階建以上とする場合であって、第十三条第一項において準用する同令第三十二条第八

号ロからチまでに掲げる要件を満たすときは、保育室等を三階以上の階に設けることが

できる。 

４ 前項ただし書の場合において、三階以上の階に設けられる保育室等は、原則として、

満三歳未満の園児の保育の用に供するものでなければならない。 

５ 園舎及び園庭は、同一の敷地内又は隣接する位置に設けることを原則とする。 

６ 園舎の面積は、次に掲げる面積を合算した面積以上とする。 

一 次の表の上欄に掲げる学級数に応じ、それぞれ同表の下欄に定める面積 

学 級 数 面積（平方メートル） 

一学級 180 



二学級以上 320＋100×（学級数－２） 

二 満三歳未満の園児数に応じ、次条第六項の規定により算定した面積 

７ 園庭の面積は、次に掲げる面積を合算した面積以上とする。 

一 次に掲げる面積のうちいずれか大きい面積 

イ 次の表の上欄に掲げる学級数に応じ、それぞれ同表の下欄に定める面積 

学 級 数 面積（平方メートル） 

二学級以下 330＋30×（学級数－１） 

三学級以上 400＋80×（学級数－３） 

ロ 三・三平方メートルに満三歳以上の園児数を乗じて得た面積 

二 三・三平方メートルに満二歳以上満三歳未満の園児数を乗じて得た面積 

（園舎に備えるべき設備） 

第七条 園舎には、次に掲げる設備（第二号に掲げる設備については、満二歳未満の保育

を必要とする子どもを入園させる場合に限る。）を備えなければならない。ただし、特

別の事情があるときは、保育室と遊戯室及び職員室と保健室とは、それぞれ兼用するこ

とができる。 

一 職員室 

二 乳児室又はほふく室 

三 保育室 

四 遊戯室 

五 保健室 

六 調理室 

七 便所 

八 飲料水用設備、手洗用設備及び足洗用設備 

２ 保育室（満三歳以上の園児に係るものに限る。）の数は、学級数を下ってはならない。 

３ 満三歳以上の園児に対する食事の提供について、第十三条第一項において読み替えて

準用する児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第三十二条の二に規定する方法によ

り行う幼保連携型認定こども園にあっては、第一項の規定にかかわらず、調理室を備え

ないことができる。この場合において、当該幼保連携型認定こども園においては、当該

食事の提供について当該方法によることとしてもなお当該幼保連携型認定こども園にお

いて行うことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えなけれ

ばならない。 

４ 園児に対する食事の提供について、幼保連携型認定こども園内で調理する方法により

行う園児数が二十人に満たない場合においては、当該食事の提供を行う幼保連携型認定

こども園は、第一項の規定にかかわらず、調理室を備えないことができる。この場合に

おいて、当該幼保連携型認定こども園においては、当該食事の提供について当該方法に

より行うために必要な調理設備を備えなければならない。 



５ 飲料水用設備は、手洗用設備又は足洗用設備と区別して備えなければならない。 

６ 次の各号に掲げる設備の面積は、当該各号に定める面積以上とする。 

一 乳児室 一・六五平方メートルに満二歳未満の園児のうちほふくしないものの数を

乗じて得た面積 

二 ほふく室 三・三平方メートルに満二歳未満の園児のうちほふくするものの数を乗

じて得た面積 

三 保育室又は遊戯室 一・九八平方メートルに満二歳以上の園児数を乗じて得た面積 

７ 第一項に掲げる設備のほか、園舎には、次に掲げる設備を備えるよう努めなければな

らない。 

一 放送聴取設備 

二 映写設備 

三 水遊び場 

四 園児清浄用設備 

五 図書室 

六 会議室 

（園具及び教具） 

第八条 幼保連携型認定こども園には、学級数及び園児数に応じ、教育上及び保育上、保

健衛生上並びに安全上必要な種類及び数の園具及び教具を備えなければならない。 

２ 前項の園具及び教具は、常に改善し、補充しなければならない。 

（教育及び保育を行う期間及び時間） 

第九条 幼保連携型認定こども園における教育及び保育を行う期間及び時間は、次に掲げ

る要件を満たすものでなければならない。 

一 毎学年の教育週数は、特別の事情のある場合を除き、三十九週を下ってはならない

こと。 

二 教育に係る標準的な一日当たりの時間（次号において「教育時間」という。）は、

四時間とし、園児の心身の発達の程度、季節等に適切に配慮すること。 

三 保育を必要とする子どもに該当する園児に対する教育及び保育の時間（満三歳以上

の保育を必要とする子どもに該当する園児については、教育時間を含む。）は、一日

につき八時間を原則とすること。 

２ 前項第三号の時間については、その地方における園児の保護者の労働時間その他家庭

の状況等を考慮して、園長がこれを定めるものとする。 

（子育て支援事業の内容） 

第十条 幼保連携型認定こども園における保護者に対する子育ての支援は、保護者が子育

てについての第一義的責任を有するという基本認識の下に、子育てを自ら実践する力の

向上を積極的に支援することを旨として、教育及び保育に関する専門性を十分に活用し、

子育て支援事業のうち、その所在する地域における教育及び保育に対する需要に照らし



当該地域において実施することが必要と認められるものを、保護者の要請に応じ適切に

提供し得る体制の下で行うものとする。その際、地域の人材や社会資源の活用を図るよ

う努めるものとする。 

（掲示） 

第十一条 幼保連携型認定こども園は、その建物又は敷地の公衆の見やすい場所に、当該

施設が幼保連携型認定こども園である旨を掲示しなければならない。 

（学校教育法施行規則の準用） 

第十二条 学校教育法施行規則（昭和二十二年文部省令第十一号）第五十四条の規定は、

幼保連携型認定こども園について準用する。この場合において、同条中「児童が」とあ

るのは「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第十

四条第六項に規定する園児（以下この条において「園児」という。）が」と、「児童の」

とあるのは「園児の」と読み替えるものとする。 

（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の準用） 

第十三条 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第四条、第五条第一項、第二項及び

第四項、第七条の二、第九条から第九条の三まで、第十一条（第四項ただし書を除く。）、

第十四条の二、第十四条の三第一項、第三項及び第四項、第三十二条第八号、第三十二

条の二（後段を除く。）並びに第三十六条の規定は、幼保連携型認定こども園について

準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる同令の規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

読み替える児童福祉

施設の設備及び運営

に関する基準の規定 

 

読み替えられる字句 

 

 

読み替える字句 

 

第四条の見出し及び

同条第二項 

最低基準 設備運営基準 

 

第四条第一項 

 

最低基準 

 

就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律第十三 

条第一項の規定により都道

府県が条例で定める基準

（以下この条において「設

備運営基準」という。） 

第五条第一項 入所している者 

 

就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律第十四

条第六項に規定する園児

（以下「園児」という。） 



第五条第二項及び第

十一条第五項 

児童の 

 

園児の 

 

第七条の二第一項 

 

法 

 

就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律 

第九条の見出し 入所した者 園児 

第九条並びに第十一

条第二項及び第三項 

入所している者 園児 

第九条 又は入所 又は入園 

第九条の二 

 

入所中の児童 園児 

当該児童 当該園児 

第九条の三 

 

 

 

 

 

 

児童福祉施設の長 

 

就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律第十四

条第一項に規定する園長

（以下「園長」という。） 

入所中の児童等（法第三十三条の七

に規定する児童等をいう。以下この

条において同じ。）に対し法第四十

七条第一項本文の規定により親権

を行う場合であって懲戒するとき

又は同条 

法第四十七条 

その児童等 園児 

第十一条第一項 入所している者 

 

保育を必要とする子どもに

該当する園児 

第八条 

 

 

幼保連携型認定こども園の

学級の編制、職員、設備及

び運営に関する基準第十三

条第二項において読み替え

て準用する第八条 

社会福祉施設 学校、社会福祉施設等 

第十四条の二 利用者 園児 

第十四条の三第一項 

 

援助 

 

 

教育及び保育（満三歳未満

の園児については、その保

育。以下同じ。）並びに子



育ての支援 

入所している者 園児 

第十四条の三第三項 

 

援助に関し、当該措置又は助産の実

施、母子保護の実施若しくは保育の

提供若しくは法第二十四条第五項

若しくは第六項の規定による措置

に係る 

教育及び保育並びに子育て

の支援について、 

第三十二条第八号 又は遊戯室 、遊戯室又は便所 

第三十二条第八号イ 

 

 

耐火建築物又は同条第九号の三に

規定する準耐火建築物（同号ロに該

当するものを除く。） 

耐火建築物 

第三十二条第八号ロ 施設又は設備 設備 

第三十二条第八号ハ 施設及び設備 設備 

第三十二条第八号ヘ 乳幼児 園児 

第三十二条の二 

 

 

 

 

 

 

第十一条第一項 

 

幼保連携型認定こども園の

学級の編制、職員、設備及

び運営に関する基準第十三 

条第一項において読み替え

て準用する第十一条第一項 

幼児 園児 

乳幼児 園児 

第三十六条 保育所の長 園長 

入所している乳幼児 園児 

保育 教育及び保育 

２ 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第八条の規定は、幼保連携型認定こども園

の職員及び設備について準用する。この場合において、同条の見出し中「他の社会福祉

施設を併せて設置する」とあるのは職員については「他の学校又は社会福祉施設の職員

を兼ねる」と、設備については「他の学校、社会福祉施設等の設備を兼ねる」と、「設

備及び職員」とあるのは職員については「職員」と、設備については「設備」と、同条

中「他の社会福祉施設を併せて設置するときは、必要に応じ」とあるのは「その運営上

必要と認められる場合は、」と、「設備及び職員」とあるのは職員については「職員」

と、設備については「設備」と、「併せて設置する社会福祉施設」とあるのは職員につ

いては「他の学校又は社会福祉施設」と、設備については「他の学校、社会福祉施設等」

と、「入所している者の居室及び各施設に特有の設備並びに入所している者の保護に直

接従事する職員」とあるのは職員については「就学前の子どもに関する教育、保育等の



総合的な提供の推進に関する法律第十四条第六項に規定する園児の保育に直接従事する

職員」と、設備については「乳児室、ほふく室、保育室、遊戯室又は便所」と読み替え

るものとする。 

（幼稚園設置基準の準用） 

第十四条 幼稚園設置基準（昭和三十一年文部省令第三十二号）第七条の規定は、幼保連

携型認定こども園について準用する。この場合において、同条第一項中「幼児の教育上」

とあるのは「その運営上」と、同条第二項中「施設及び設備」とあるのは「設備」と読

み替えるものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この命令は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律の一部を改正する法律（平成二十四年法律第六十六号。以下「一部改正法」とい

う。）の施行の日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（みなし幼保連携型認定こども園に関する経過措置） 

第二条 施行日から起算して五年間は、第五条第三項の規定にかかわらず、みなし幼保連

携型認定こども園（一部改正法附則第三条第一項の規定により法第十七条第一項の設置

の認可があったものとみなされた旧幼保連携型認定こども園（一部改正法による改正前

の法第七条第一項に規定する認定こども園である同法第三条第三項に規定する幼保連携

施設（幼稚園及び保育所で構成されるものに限る。）をいう。）をいう。以下この条に

おいて同じ。）の職員配置については、なお従前の例によることができる。 

２ みなし幼保連携型認定こども園の設備については、第六条から第八条までの規定にか

かわらず、当分の間、なお従前の例によることができる。 

（幼保連携型認定こども園の職員配置に係る特例） 

第三条 施行日から起算して五年間は、副園長又は教頭を置く幼保連携型認定こども園に

ついての第五条第三項の規定の適用については、同項の表備考第一号中「かつ、」とあ

るのは、「又は」とすることができる。 

（幼保連携型認定こども園の設置に係る特例） 

第四条 施行日の前日において現に幼稚園（その運営の実績その他により適正な運営が確

保されていると認められるものに限る。以下この条において同じ。）を設置している者

が、当該幼稚園を廃止し、当該幼稚園と同一の所在場所において、当該幼稚園の設備を

用いて幼保連携型認定こども園を設置する場合における当該幼保連携型認定こども園に

係る第六条第三項及び第七項並びに第七条第六項の規定の適用については、当分の間、

次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる

字句に読み替えるものとする。 

 



読 み 替

え る 規

定 

読み替えられる字句 読み替える字句 

第六条

第三項 

第十三条第一項において読み替えて準

用する児童福祉施設の設備及び運営に

関する基準第三十二条第八号イ、ロ及

びヘに掲げる要件を満たす 

耐火建築物で、園児の待避上必要な

設備を備える 

 

第六条

第七項 

一 次に掲げる面積のうちいずれか大

きい面積 

イ 次の表の上欄に掲げる学級数に

応じ、それぞれ同表の下欄に定め

る面積 

学級数 面積（平方メートル） 

二学級

以下 

330＋30×（学級数－１） 

三学級

以上 

400＋80×（学級数－３） 

ロ 三・三平方メートルに満三歳以

上の園児数を乗じて得た面積 

一 次の表の上欄に掲げる学級数に

応じ、それぞれ同表の下欄に定め

る面積 

学級数 面積（平方メートル） 

二学級 

以下 

330＋30×（学級数－１） 

三学級

以上 

400＋80×（学級数－３） 

 

第七条

第六項 

一 乳児室 一・六五平方メートルに

満二歳未満の園児のうちほふくしな

いものの数を乗じて得た面積 

二 ほふく室 三・三平方メートルに

満二歳未満の園児のうちほふくする

ものの数を乗じて得た面積 

三 保育室又は遊戯室 一・九八平方

メートルに満二歳以上の園児数を乗

じて得た面積 

一 乳児室 一・六五平方メートル

に満二歳未満の園児のうちほふく

しないものの数を乗じて得た面積 

二 ほふく室 三・三平方メートル

に満二歳未満の園児のうちほふく

するものの数を乗じて得た面積 

 

２ 施行日の前日において現に保育所（その運営の実績その他により適正な運営が確保さ

れていると認められるものに限る。以下この条において同じ。）を設置している者が、

当該保育所を廃止し、当該保育所と同一の所在場所において、当該保育所の設備を用い

て幼保連携型認定こども園を設置する場合における当該幼保連携型認定こども園に係る

第六条第三項、第六項及び第七項の規定の適用については、当分の間、次の表の上欄に

掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替え

るものとする。 

 



読 み 替

え る 規

定 

読み替えられる字句 読み替える字句 

第六条

第三項 

第十三条第一項において読み替えて準

用する児童福祉施設の設備及び運営に

関する基準 

児童福祉施設の設備及び運営に関す

る基準 

 

第六条 

第六項 

 

一 次の表の上欄に掲げる学級数に応

じ、それぞれ同表の下欄に定める面

積 

学級数 面積（平方メートル） 

一学級 180 

二学級

以上 

320＋100×（学級数－２ 

） 

 

一 満三歳以上の園児数に応じ、次

条第六項の規定により算定した面

積 

 

第六条

第七項 

一 次に掲げる面積のうちいずれか大

きい面積 

イ 次の表の上欄に掲げる学級数に

応じ、それぞれ同表の下欄に定め

る面積 

学級数 面積（平方メートル） 

二学級

以下 

330＋30×（学級数－１） 

三学級

以上 

400＋80×（学級数－３） 

ロ 三・三平方メートルに満三歳以

上の園児数を乗じて得た面積 

一 三・三平方メートルに満三歳以

上の園児数を乗じて得た面積 

 

３ 施行日の前日において現に幼稚園又は保育所を設置している者が、当該幼稚園又は保

育所を廃止し、当該幼稚園又は保育所と同一の所在場所において、当該幼稚園又は保育

所の設備を用いて幼保連携型認定こども園を設置する場合における当該幼保連携型認定

こども園であって、当該幼保連携型認定こども園の園舎と同一の敷地内又は隣接する位

置に園庭（第六条第七項第一号の面積以上の面積のものに限る。）を設けるものは、当

分の間、同条第五項の規定にかかわらず、次に掲げる要件の全てを満たす場所に園庭を

設けることができる。この場合において、当該幼保連携型認定こども園は、満三歳以上

の園児の教育及び保育に支障がないようにしなければならない。 

一 園児が安全に移動できる場所であること。 

二 園児が安全に利用できる場所であること。 



三 園児が日常的に利用できる場所であること。 

四 教育及び保育の適切な提供が可能な場所であること。 
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